
日本クレジット協会　CCR（クレジット研究）第 14号（2026 年 6月）

3�アクワイアラー及び決済代行業者の
クレジットカード利用者に対する�
不法行為責任

●――事実の概要

　⑴　株式会社A（平成27年1月26日設立、
令和元年 10 月 10 日破産。「A」）は、協力者
にクレジットカード（「カード」）決済により
A又はAの販売代理店から商品を購入しても
らい、Aが協力者に対して購入代金額に利益
を上乗せした額の金銭を支払うこと等を内容
とするスキーム（「旧スキーム」）により、ま
た、協力者にカード決済によりAの販売代理
店から商品を購入してもらったうえSNS上で
宣伝してもらい、Aの関連会社が協力者に対
して広告宣伝費等として購入代金と同額の金
銭を支払うこと等を内容とするスキーム（「新
スキーム」）により、資金調達をしていた（「本
件各スキーム」）。
　⑵　本件各スキームにつき敷衍すれば、A
は、協力者に対し、本件各スキームを実行す
るとして勧誘を行い、本件各スキームの下で
協力者がカードを利用して購入した商品につ
いて、アクワイアラーであるY1又はY2（「Y1
ら」）から決済代行業者であるY3を介して購
入代金の立替払を受けることにより、資金調
達をしていた。

　⑶　Y3につき敷衍すれば、Y3は、同人が
提供する決済サービスの利用者に代わり、ア
クワイアラーとの加盟店契約の申込み等の事
務を行い、アクワイアラーが同利用者との加
盟店契約を承認した場合には、アクワイアラ
ーからの売上金の受領及び同利用者への支払
等を行っていた。また、Y3は、同利用者の
加盟店契約に係る事務代行をするため、アク
ワイアラーとの間で、包括代理方式（Y3が、
加盟店希望者の代理人となり、加盟店契約の
締結等を行う方式）の包括代表加盟契約を締
結している。なお、加盟店契約は、アクワイ
アラーと同利用者（販売業者）との間で締結
されている。
　⑷　Xらは、LINE等において本件各スキ
ームの協力者となるよう勧誘を受け、取引を
開始し、本件各スキームの下で、平成31年1
月から2月にかけて、自身のカードを利用し
て、Aの販売代理店との間で、商品を購入す
る契約を締結した。
　⑸　A及びAの関連会社は、平成31年2月
27日頃までに、本件各スキームの下での協力
者への送金を停止した。その結果、Xらは、
A又はAの関連会社からカードの利用料（商
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品の購入代金）に相当する金銭の支払を受け
ることができず、同利用料を自ら負担するこ
ととなった。
　⑹　Xらは、本件各スキームは破綻必至で
あったが、Aがそのことを秘して行った勧誘
は詐欺の不法行為であるとして、第1に、被
告a（Aの実質的経営者で、本件各スキーム
の構築及び実行において中心的な役割を担っ
ていた者。その他のAの関係者等は省略）に
対し、第 2 に、Y1 らに対し、第 3 に、Y3 に
対し、不法行為による損害賠償請求をした。
　⑺　本判決は、上記第1の請求を認容し（A
のXらに対する不法行為の成立を認めた上で

（「本件不法行為」）、被告aは本件不法行為に
つき共同不法行為に基づく損害賠償責任を負
うと認めた。理由は省略）、上記第2と3の請
求を棄却した。

●――判旨

１　Y1らの責任の有無について

　第1に、アクワイアラーは、割販法35条の
17の8第1項及び第3項に基づき加盟店調査
義務を負うが、これは行政上のものであるう
え、第2に、アクワイアラーはカード利用者
との間に契約関係はないから、Y1らはXら
に対し加盟店に対する調査及び管理に関して
注意義務を負うものと直ちには言えない。
　しかし、アクワイアラーは、販売業者に対
して加盟店契約を通じてカードの利用環境を
提供していることからすれば、上記割販法規
定に基づく調査等により、販売業者が加盟店
契約の下でカード利用者に損害を及ぼす可能
性がある不正な行為をしていることを把握し
た場合には、信義則上、加盟店契約上の権限

を行使するなどして、カード利用者に損害が
生ずることを防止すべき注意義務を負うこと
がある。
　ただし、Xらは、本件各スキームが空クレ
ジットであることを認識し又は認識し得たに
もかかわらず、自己の利益のためにあえて本
件各スキームにおける協力者として取引をし
たといわざるをえないから、Y1らは、信義
則上、そのような取引をしていたXらに対し
てまで、損害防止措置を講ずべき注意義務を
負うということはできない。
　しかし、かりに、Y1 らがXらに対して加
盟店の管理に係る信義則上の注意義務を負う
としても、これに違反したと認めることはで
きない。
　したがって、Y1らはXらに対して加盟店
管理義務を負うとも、これに違反したとも認
められない。
　したがって、Y1らがXらに対して加盟店
管理義務違反の不法行為に基づく損害賠償責
任を負うものとは認められない。
２　Y3の責任の有無について

　⑴　「故意による不法行為について」
「本件不法行為〔AのXらに対する不法行為〕
について、B〔Y3の従業員〕に共同不法行為
又は幇助の故意があったと認められるために
は、［1］本件各スキームが破綻必至であるこ
と、［2］そのことを秘した勧誘行為が行われ
ていることについての認識を有していたこと
が必要である。」
　Bは、C（Aの従業員）と、Y1ら又はY3に
よるAの販売代理店に対する調査やY3によ
るAの販売代理店に対する支払留保に関して
やりとりをしていたことなどを認定したうえ
で、これらのことは、「Bが、〔Aの〕販売代
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理店がクレジット契約により行っている取引
が商品取引の実態を欠き又は欠く可能性が高
いものであることを認識していたことを示す
事情であるという余地もある。
　しかしながら、それを超えて、Bが本件各
スキームの具体的な仕組みや、本件各スキー
ムの下で行われていた勧誘行為や取引の具体
的な内容を認識していたと〔は〕認め〔られ
ない〕……。そうすると、Bが、［1］本件各
スキームが破綻必至であることや、［2］　そ
のことを秘して協力者への勧誘が行われてい
ることについての認識を有していたとまでは
認められない。
　そのため、本件不法行為について、Bに共
同不法行為又は幇助の故意があったと〔は〕
認められない」。
　「したがって、BがXらに対して故意の共同
不法行為又は幇助による不法行為責任を負う
ものとは認められない。」
　⑵　「過失による不法行為について」

「本件不法行為〔AのXらに対する不法行為〕
……についてB〔Y3の従業員〕が過失による
共同不法行為又は幇助の責任を負うと認めら
れるためには、Bが、Xらとの関係で負う注
意義務に違反して、本件不法行為を共同して
行い又は容易にしたものと認められる必要が
ある。」
　第1に、Y3はカード利用者との間に契約
関係はないから、Y3又はY3の従業員はカー
ド利用者であるXらに対し何らかの調査義務
を負うものと直ちには言えない。第2に、Y3
は、割販法におけるクレジットカード番号等
取扱契約締結事業者に該当しないから、割販
法35条の17の8に定める加盟店調査義務を
負わない。第3に、EC決済協議会の自主ル

ールにおける、決済サービスを提供する会員
は、自らの加盟店が不良加盟店であることが
発覚した際には、速やかに決済手段の提供を
取りやめる等の必要な措置を行う旨の定め
は、自主規制にとどまるうえ、カード利用者
との関係において加盟店に対する調査義務を
定めたものともいえないから、Xらに対する
不法行為法上の過失の前提となる注意義務を
基礎づけるものとはいえない。
　しかし、Y3は、Aの販売代理店に決済サ
ービスを提供し、同販売代理店がクレジット
決済を利用することを可能としていたのであ
り、同販売代理店が不正な行為を行っている
場合には、決済サービスの提供を停止した
り、アクワイアラー等に情報提供をしたりす
るなどの対応を採り得る立場にあったことか
らすれば、同販売代理店が不正な行為をし、
それによってカード利用者に損害が及ぶ状況
にあることを認識し又は容易に認識し得る場
合には、Y3又はY3の従業員において、カー
ド利用者であるXらとの関係においても、同
販売代理店に対して一定の調査及び対応をす
る注意義務を負うという余地がある。
　しかし、Bが、本件各スキームが破綻必至
であることや、そのことを秘して協力者への
勧誘が行われていることを認識していたと認
められないのは、前記⑴のとおりであるか
ら、Bにおいて、Aの販売代理店の行為によ
ってカード利用者であるXらに損害が及ぶ状
況にあることを認識し又は容易に認識し得た
ということはできない。
　ただし、かりに、Bが、本件各スキームが
空クレジットであることを認識し又は容易に
認識し得たとしても、Xらは、本件各スキー
ムが空クレジットであることを認識し又は認
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識し得たにもかかわらず、自己の利益のため
にあえて取引をしたといわざるをえないこと
や、空クレジットであるというだけでXらに
直ちに損害が生ずるとも言えないことから、
Bは、Xらを保護するために、Aの販売代理
店に対して何らかの調査等をする注意義務を
負うということはできない。
　したがって、BがXらに対する関係でAの
販売代理店に係る調査義務（初期調査義務及
び随時調査義務）を負っていたとは認められ
ない。そうすると、Bが、Xらとの関係で負
う注意義務に違反して、本件不法行為を共同
して行い又は容易にしたとは認められない。
　「したがって、BがXらに対して過失の共同
不法行為又は幇助による不法行為責任を負う
ものとは認められない。」
　⑶　上記⑴⑵のとおり、「BがXらに対して
共同不法行為又は幇助による不法行為責任を
負うとは認められないから、これらの責任を
前提としてY3がXらに対して使用者責任又は
不法行為責任を負う旨のXらの主張には理由
がない。」

●――研究

１　本判決の意義

　本判決は、Aの詐欺的商法（空クレジット）
に対し決済又は決済代行サービスを提供した
アクワイアラー又は決済代行業者の不法行為
責任を否定した。決済代行業者の同責任を認
めた、後掲③との比較によって、どのような
具体的事情があるときに同責任が認められる
かを明らかにすることができる。
２　アクワイアラーの不法行為責任

　Aの詐欺的商法をめぐり、その被害者らが

A又はAの関係者等以外の者を訴えた事件に
関する裁判例としては、支払拒絶の抗弁対抗
を求めてイシュアーを訴えたもの（東京地判
令3・7・19LEX/DB25600520（請求棄却。第
4期個別判例研究1CCR12号18頁〔永井〕））
と不法行為による損害賠償を求めてアクワイ
アラー及び決済代行業者を訴えたもの（本判
決）がある。
　本判決は、割販法に基づくアクワイアラー
の加盟店調査義務の性質を検討するとともに、
アクワイアラーのカード利用者に対する加盟店
の管理に係る信義則上の注意義務の有無を検
討している。ただし、空クレジットであったこ
とから、上記義務を否定している。これで十
分であったが、かりに、上記義務があったとし
ても、その違反はないとまで認定している。
３　決済代行業者の不法行為責任

　これに関する裁判例を検討する。
　⑴　①東京地判平28・3・11LEX/DB2553 
4658は、「サクラサイト」の被害者Xが、Yら

（販売店に代わって加盟店として業務を代行
することを業とする決済代行業者）において、
店子（販売店）である「サクラサイト」業者
に対する管理監督義務を怠ったと主張して、
過失による不法行為に基づき損害賠償を請求
した事案において、第1に、決済代行業者に
対して店子に対する初期審査及び途上管理を
義務づける法律上の根拠はないが、第2に、
決済代行業者において、店子が違法行為をし
ていると認識し又は認識し得たにもかかわら
ず、店子の違法な取引について決済を拒絶
し、又は加盟店契約を解除しなかった場合に
は、決済代行業者に管理監督義務違反による
不法行為が成立する余地はあるとしたが、本
件では、そのようにいえないとして、請求を
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棄却した。
　⑵　②東京地判平28・6・14LEX/DB2553 
6704は、株式会社D（「D」）がインターネッ
ト上で提供する有料サービス（いわゆるサク
ラを動員してするもの）の被害者Xが、Y（イ
ンターネット上で銀行振込による代金収納な
いしカードによる代金決済の代行の事業を営
んでいる者）に対し、Yは、Dに対する管理
監督義務を怠って、漫然と、DをしてYのサ
ービスを利用させてDの詐欺行為を容易に
し、Xに対して損害を与えたと主張して、過
失による不法行為に基づき損害賠償を求めた
事案において、第1に、割販法、特商法又は
資金決済法の趣旨により、YがXとの関係に
おいて、Dを管理ないし監督する義務を負う
と解すべきでなく、第2に、Yは、Dの違法
サイトの運営を認識し、ないし認識し得たと
いう事情は認められず、そうであれば、Yの
不法行為法上の注意義務として、DがXと不
正な取引をすることのないように何らかの具
体的な作為をすべき義務がYに課されていた
と解することはできず、したがって、Yに不
法行為法上の過失があったとは認められず、
Yに不法行為責任は成立しないとして、請求
を棄却した。
　⑶　Yは、総合ASP（Affiliate Service Pro-
vider）サイト（「本件サイト」）を運営してお
り、合同会社E（「E」）からの依頼を受け、平
成29年12月以降、本件サイトにeという情報
商材（「本件商材」）を掲載し、その決済代行
も受託した。Xは、同月頃、本件サイトを経
由し、本件商材の購入を勧誘するウェブサイ
ト（「本件紹介サイト」）を閲覧して、本件商
材の紹介動画（「本件動画）」を視聴した。本
件動画の説明内容は、仮想通貨の運用に係る

ものであり、本件商材を購入すれば毎日3万
円儲かると謳ったものであった。Xは、その
説明内容を信じて、同月22日、Eから本件商
材を購入し、Yは、その代金のクレジット決
済を代行した。
　Xは、Eから仮想通貨の運用に係る欺罔行
為を受け、本件商材を購入し、その代金を支
払ったことについて、Yに対し、Eとの共同
不法行為又はEに対する幇助を行ったなどと
主張して、719条1項又は2項に基づき損害
賠償を請求する訴訟を提起した。
　これに対し、③さいたま地判令 5・7・12

（2023WLJPCA07126001）は、Eの不法行為
の成立を認めた上で、以下の理由により、E
の不法行為に対する幇助についてYの故意を
認め、Yは719条2項所定の損害賠償責任を
負うとして、Xの請求をほぼ認容した。
　本件紹介サイト（E運営）は本件サイト（Y
運営）を経由することにより容易に到達する
ことができ、また、本件商材を購入しようと
する顧客はY提供の決済代行サービスを受け
ることによりその代金を支払うことも容易に
なるから、「客観的に見る限り、Yは少なく
ともEの不法行為を幇助した関係にあること
は否定できない。」
　しかし、Yは、Yの内部審査マニュアルに
基づき、本件商材の内容等に誇大表現が含ま
れていないかなどの審査を行っていた。しか
し、その審査は形式的なものであって、誇大
表現等の掲載を何ら阻止しえない形骸化した
ものであったから、この審査をもって、Yの
故意過失を否定できず、「むしろ、Yは、その
公表に係る売上高ランキングの上位者ないし

『殿堂入り』と扱って又は自らの案内書面に
よって購入ないし登録を推奨していた〔他の〕
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詐欺的な商材の場合と同様に、本件商材につ
いても、詐欺的な商品内容及び勧誘方法であ
ることを十分認識しつつ、Xを含む本件サイ
トの利用者がこれを購入しようとすることを
認容していたとする推認のが相当であって、
……幇助についてYの故意が認められる」。
　したがって、Yは、719 条 2 項所定の損害
賠償責任を負う。
　⑷　上記裁判例における故意の判断枠組み
は、詐欺的商法であることの認識である（前
掲③、本判決（判旨2⑴））。前掲③は、本件
サイトが詐欺的商材の購入を推奨しており、
本件についても、詐欺的商法による詐欺的商
材の購入の勧誘であることを十分認識しつ
つ、本件サイトの利用者がこれを購入するこ
とを認容していたとしたのに対して、本判決
は、調査や支払留保に関してやりとりをして
いたという事情をもって、詐欺的商法である
ことを認識していたとはいえないとした。
　⑸　上記裁判例における過失の判断枠組み
は、決済代行業者がカード利用者に対して加
盟店に対する調査、管理ないし監督義務を負
うか、そして、その義務を負うとすれば、そ
の義務に違反したか、である。決済代行業者
がカード利用者に対してそのような注意義務
を負うものではないし、かりに、そのような
義務を負うとしても、その義務に違反してい
ない、というのがこれまでの裁判例である

（前掲①②、本判決（判旨2⑵））。
4　割販法35条の17の8について

　⑴　アクワイアラー又は決済代行業者の注
意義務違反すなわち過失の有無の判断に際
し、同規定の適用の有無を検討するのが最近
の裁判例の流れである（同規定は平成28年
割販法改正による新規定である。）。

　⑵　本判決のY1らは、同規定に基づく調
査義務を負う。しかし、本判決は、アクワイ
アラーの加盟店に対する同義務を行政上のも
のとし、それとは別に、アクワイアラーがカ
ード利用者に対して信義則上の注意義務を負
うか否かを検討している。なお、本判決の
Y3は、同規定に基づく調査義務を負わない

（「経産省・割販法解説」380頁）。
5　幇助による不法行為責任について

　⑴　決済代行業者の不法行為責任について
は、幇助によるそれが認められるか否かを検
討するのが直近の裁判例の流れである。
　⑵　橋本佳幸教授は、故意による物理的幇
助の責任が認められる例としては、Yの故意
による幇助行為が、（a）　Aの詐欺による権
利又は法益侵害それ自体の実行手段を強化す
る場合（Yにより発行された不実の記載ある
証券をAが取得し、これを用いてXから金銭
を騙取する事例など）だけでなく、（b）　A
が詐欺的商法を営業として行うことを容易に
すること（詐欺的商法の営業のための道具の
供与）を通じて、Aの個別の詐欺の実行を間
接的に促進する場合（❶東京高判平29・12・
20判時2384号20頁（事務所の提供。幇助の
不法行為責任（719条2項）が認められた。）、
❷東京高判令元・7・2（2019WLJPCA0702 
6004）（宅建士の名義貸し。共同不法行為責
任が認められた。））もあるとする。
　しかし、同教授は、過失による物理的幇助
の責任が認められる例としては、（a）しか認
めず、（b）まで拡げるのには慎重である。過
失による場合、Yの幇助行為は、Aの詐欺に
よるXの権利又は法益侵害行為において具体
的な作用を発揮し難く、またそれは過失にと
どまり、Aの詐欺の実行をその目的とするも
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のではないため、Yが共同の責任を負うべき
根拠を見出し難いからであるとする。
　そして、同教授は、過失による幇助の不法
行為責任が認められた裁判例（❸東京地判平
30・10・4（2018WLJPCA10048001）（事務
所賃借のための連帯保証人。過失による幇助
の不法行為責任（719条2項）が認められた。）、
❹東京地判令元・7・16（2019WLJPCA0716 
6002）（宅建士の名義貸し。幇助の不法行為
責任が認められた。）など）は、むしろ、Y
について幇助の故意の有無を確定すべきであ
ったとする（橋本佳幸「幇助による責任」潮
見佳男先生追悼論文集（財産法）刊行委員会
編『財産法学の現在と未来』（2024）749頁以
下）。
　⑶　前掲③のYはEが詐欺的商法を営業と
して行うことを容易にするために本件サイト

（＋決済代行サービス）という場を与えるこ
とを通じて、Aの詐欺の実行を間接的に促進
していると評価することができ、かつ、Yは
Eの詐欺的商法を認識しているため、故意に
よる幇助の不法行為責任が認められたと解す
ることができる。
　これに対して、本判決は、Y3（の従業員B）
に共同不法行為又は幇助の故意もなく、過失
もない（注意義務がないから、注意義務違反
もない。）、としている。しかし、Y3 は、上
記のような意味で、決済代行サービスという
道具を供与しているとはいえないため、幇助
行為自体をしていないと評価することもでき
る。
　さらに進んで、本判決のY2らも、上記の
ような意味で、決済サービスという道具を供
与しているとはいえないため、幇助行為自体
をしていないと評価することができる。
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